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公認会計士試験のバランス調整について

【参考資料】

受験者の能力のより的確な判定に向けた

試験運営の枠組みや出題内容等の見直し

（令和７年６月公表）
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出願者数（名寄せ後）：左軸

最終合格者数：右軸

新試験導⼊以降の公認会計⼠試験の出願者数・合格者数の推移
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（注） 新試験導⼊当初（H18年〜H20年）の合格者には、旧⼆次試験合格者で、新試験の論⽂式試験において

追加で監査論と租税法の２科⽬を受験し、合格した者が相当数含まれている。
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公認会計⼠試験の出願者数・合格者数・合格率等の推移

合格率合格者数出願者数
10.4%5965,735年)1989(平成元年
9.8%6346,449年)1990(平成２年
8.9%6387,157年)1991(平成３年
9.8%7988,102年)1992(平成４年
7.5%7179,538年)1993(平成５年
7.4%77210,391年)1994(平成６年
6.9%72210,414年)1995(平成７年
6.6%67210,183年)1996(平成８年
6.7%67310,033年)1997(平成９年
6.7%67210,006年)1998(平成10年
7.7%78610,265年)1999(平成11年
7.6%83811,058年)2000(平成12年
8.0%96112,073年)2001(平成13年
8.6%1,14813,389年)2002(平成14年
8.4%1,26214,978年)2003(平成15年
8.4%1,37816,310年)2004(平成16年
8.5%1,30815,322年)2005(平成17年

合格基準合格率合格者数出願者数
52.0%14.9%3,10820,796年)2006(平成18年

51.0%19.3%4,04120,926年)2007(平成19年

51.0%17.1%3,62521,168年)2008(平成20年

52.0%10.5%2,22921,255年)2009(平成21年

52.0%8.0%2,04125,648年)2010(平成22年

52.5%6.5%1,51123,151年)2011(平成23年

52.0%7.5%1,34717,894年)2012(平成24年

52.0%8.9%1,17813,224年)2013(平成25年

52.0%10.1%1,10210,870年)2014(平成26年

52.0%10.3%1,05110,180年)2015(平成27年

52.0%10.8%1,10810,256年)2016(平成28年

52.0%11.2%1,23111,032年)2017(平成29年

52.0%11.1%1,30511,742年)2018(平成30年

52.0%10.7%1,33712,532年)2019(令和元年

51.8%10.1%1,33513,231年)2020(令和２年

51.5%9.6%1,36014,192年)2021(令和３年

51.6%7.7%1,45618,789年)2022(令和４年

52.0%7.6%1,54420,317年)2023(令和５年

51.9%7.4%1,60321,573年)2024(令和６年

＜旧⼆次試験＞ ＜新試験＞

（注１）出願者数は、名寄せ後のもの。
（注２）新試験の合格基準は、論⽂式試験の合格基準。



Certified Public Accountants and Auditing Oversight Board

短答式試験・論⽂式試験の状況（受験者数･合格者数･合格率等の推移）

全体論文式試験短答式試験出願者数
（名寄せ後） 合格率合格率合格者数受験者数合格率合格者数受験者数

8.0%37.0%2,0415,51210.6%2,39622,53225,648平成22年

6.5%32.6%1,5114,63210.8%2,23120,75023,151平成23年

7.5%38.0%1,3473,5428.2%1,27415,62617,894平成24年

8.9%35.9%1,1783,27715.1%1,76611,71313,224平成25年

10.1%36.8%1,1022,99415.1%1,4059,28110,870平成26年

10.3%34.1%1,0513,08617.5%1,5078,60110,180平成27年

10.8%35.3%1,1083,13817.4%1,5018,61910,256平成28年

11.2%37.2%1,2313,30617.8%1,6699,39511,032平成29年

11.1%35.5%1,3053,67820.4%2,06510,12911,742平成30年

10.7%35.3%1,3373,79217.1%1,80610,54612,532令和元年

10.1%35.9%1,3353,71916.4%1,86111,37313,231令和２年

9.6%34.1%1,3603,99216.8%2,06012,26014,192令和３年

7.7%35.8%1,4564,06711.8%1,97916,70118,789令和４年

7.6%36.8%1,5444,19211.5%2,10318,22820,317令和５年

7.4%36.8%1,6034,35412.0%2,34519,56421,573令和６年

※ 最近の短答式試験の合格率等の状況
合格率 ：令和4年Ⅰ 9.4%・令和4年Ⅱ 6.1%、令和5年Ⅰ 8.1%・令和5年Ⅱ 6.7%、令和6年Ⅰ 8.3%・令和6年Ⅱ 7.1%
合格基準：令和4年Ⅰ 68%・令和4年Ⅱ 73%、令和5年Ⅰ  71%・令和5年Ⅱ  69%、令和6年Ⅰ  75%・令和6年Ⅱ  78% 3



Certified Public Accountants and Auditing Oversight Board

公認会計⼠試験を取り巻く状況
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公認会計⼠試験は、「公認会計⼠になろうとする者に必要な学識及びその応⽤能⼒を有するかどうかを
判定すること｣（公認会計⼠法第５条）を⽬的とする試験。

公認会計⼠試験の⽬的（公認会計⼠法）

短答式試験･論⽂式試験の位置づけ･役割 （｢公認会計⼠試験実施の改善について｣ H19/10 公認会計⼠･監査審査会）

➢ 論⽂式試験は、公認会計⼠になろうとする者に必要な専⾨的知識を体系的に理解していることを前提と
して、特に、受験者が思考⼒､判断⼒､応⽤能⼒､論述⼒等を有するかどうかに評価の重点を置くことにより、
公認会計⼠になろうとする者に必要な学識及び応⽤能⼒を公認会計⼠試験として最終的に判定する試験。

➢ 短答式試験は、公認会計⼠になろうとする者に必要な専⾨的知識について、基本的な問題を幅広く
出題することにより、論⽂式試験を受験するために必要な知識を体系的に理解しているか否かを客観的に
判定する試験。

短答式試験と論⽂式試験のそれぞれの位置づけ・役割からしても、現状の公認会計⼠試験は、
➢ 短答式試験は、合格率が低すぎることや１問あたりの配点の⾼い問題が合否に与える影響が⼤きい

こと等から、必要な知識を体系的に理解していても合格できない者が多数⽣じ得る状況。
➢ 論⽂式試験は、合格率が⽐較的⾼いことや科⽬によっては記述問題の分量が減少していること

等から、必要な思考⼒や応⽤能⼒等を⼗分に訓練できていなくても合格し得る状況。

※ このほか監査業務において英語との関わりやITの活⽤が進むほか、サステナビリティ情報の開⽰･保証の
導⼊に向けた動きが⾒られるなど、公認会計⼠を取り巻く状況も変化。
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【対応①】短答式試験と論⽂式試験の合格率の調整（論⽂式試験の合格基準の⾒直し）

公認会計⼠試験は、受験者数の増加に伴い、短答式試験の合格率が低下しているが、
〇 １段階⽬の試験である短答式試験の合格率があまりにも低すぎると、受験者の受験意欲を削ぎ、

公認会計⼠試験の志願者数の減少につながるおそれ。
〇 短答式試験の合格率が低く、論⽂式試験の合格率が⽐較的⾼い状況では、正誤判定の問題が中⼼の

短答式試験に注⼒せざるを得ず、試験合格者の資質や能⼒の確保の観点から懸念。

より多くの受験者が論⽂式試験を受験し、論⽂式試験において適正な競争が⾏われるよう、
論⽂式試験の受験者数（短答式試験の合格者数）を増加させる。
（⇒ 論⽂式試験の合格基準の⽔準を得点⽐率52％から54％に引上げ｡【令和９年試験より実施】）
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短答受験者

論文受験者

短答合格率
(12.0％)

全体の
合格率
(7.4％)

論文合格率
(36.8％)

短答合格者

合格率
上昇
↑

↓
合格率
低下

論文受験者数
（短答合格者数）

増加

過年度合格者等
論文合格者

【論⽂式試験の受験者数の増加のイメージ】 論⽂式試験の合格基準の引上げは、
令和９年試験より3〜4年かけて実施。

19,564人

4,354人
1,603人

出願者数
21,573人 ※ 受験者数や合格率等は令和6年試験のもの
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配点(合計点) 試験時間 問題数 １問の配点 配点(合計点) 試験時間 問題数 １問の配点

財務会計 200点 120分 28問 理論･計算８点
(連結総合4点) 200点 150分 35問程度

１問の配点を
引下げ

(連結総合は引上げ)

管理会計 100点 60分 16問 理論5点
計算8点･7点 100点 75分 18問 計算問題の１問

の配点を引下げ

監査論 100点 60分 20問 5点 100点 50分 20問 5点
企業法 100点 60分 20問 5点 100点 50分 20問 5点

【対応②】短答式試験の１問あたりの配点及び試験時間等の調整

〇 短答式試験では、計算問題のある科⽬（財務会計論･管理会計論）で問題数が少なくなっており、
基本的な問題を幅広く出題する短答式試験の役割や受験者の能⼒等を的確に判定する観点から課題。

〇 計算問題のある科⽬では、問題数が少ないことにより１問あたりの配点が⾼くなっており、
短答式試験の合格率が低下する中で、配点が⾼い問題を正解できたかどうかの影響が⼤きい。

受験者の能⼒等をより的確に判定できるよう、計算問題のある科⽬（財務会計・管理会計）に
おいて、問題数を増やし、１問あたりの配点の差を縮める｡ 【令和８年試験より実施】
（問題数の増加に伴い、各科⽬の問題数や解答負担等に応じて試験時間も調整。）

6

【短答式試験の１問あたりの配点及び試験時間等の調整内容】

各科⽬の配点（合計点）及び計算問題と理論問題の合計点の割合について変更するものではない。
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➢ IFRS適⽤企業の拡⼤、東証の英⽂開⽰の要請、グループ監査の強化など公認会計⼠の業務と
英語の関わりも踏まえ、会計・監査の科⽬において英語による出題について検討が必要。
（英語による問題を出題するにあたっては、事前にサンプル問題を公表。）

➢ 制度の導⼊状況等を踏まえ、サステナビリティ情報の開⽰･保証に関する出題について検討が必要。
➢ 監査実務でのITの活⽤状況等を踏まえ、ITの活⽤に関する出題について検討が必要。

【対応③】試験問題の出題や能⼒判定に関する課題への対応

7

➢ 短答式試験は、基本的な問題を幅広く出題する試験であり、難易度のバランスをとる必要。
（また、出題の難易度が変化すると、その時々の実際の合格基準も変化してしまう。）

➢ 論⽂式試験では、思考⼒や論述⼒等を確認するため、⼀定の記述量を求める出題が必要。
（採点負担も考慮しつつ、論理展開が必要となるような記述量の問題を出題する必要。）

・ 論⽂式試験の選択科⽬（経営学､経済学､⺠法､統計学）は、受験者の９割以上が経営学を選択しているが、
多様な試験合格者が輩出されていくため、経営学以外の選択科⽬の受験者数が増えることは重要。

・ 受験者数が少ない科⽬では、標準偏差による得点換算では適切な能⼒判定ができない可能性が
あるため、選択科⽬間の受験者の能⼒の適正な判定のための得点換算⽅法等について検討が必要。

（１）短答式試験と論⽂式試験の位置づけ・役割に応じた適切な出題【令和８年試験以降､随時対応】

（２）論⽂式試験の選択科⽬における能⼒判定の適正化

（３）公認会計⼠の業務や求められる知識･能⼒の拡⼤に応じた出題


